
近年の災害状況の変化等

資料４



１

出火件数等の推移

○ストーブやガスコンロへの安全装置の義務付け、喫煙者数の減少等により、出火件数は
減少傾向にある。

○一方で、焼損床面積についてはほぼ横ばいとなっているものの、大規模火災は依然とし
て発生している。

○京都アニメーション第１スタジオ火災

発生日：令和元年７月１８日
火災建物：鉄筋コンクリート造３階建て
火災被害：死者３６名、負傷者３４名（容疑者以外）

＜近年の特異な火災等＞

○宮城県岩沼市倉庫火災

発生日：令和２年４月３０日
火災建物：鉄骨造２階建て
火災被害：延べ約43,836.39 ㎡ 全焼

（死傷者等なし）
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○大阪市北区ビル火災

発生日：令和３年１２月１７日
火災建物：鉄骨鉄筋コンクリート造８階建４階
火災被害：死者２７名、負傷者１名



（出典）高齢者の生活実態に対応した住宅防火対策のあり方に関する検討部会報告書概要（令和２年度）

住宅火災における死者数の推移

住宅火災による死者数は減少傾向にある一方で、６５歳以上の高齢者の死者数は横ばい
となっており、その占める割合は増加の傾向が見られる。

（火災件数：件） （高齢者割合：％）

２



３

林野火災について

林野火災件数は横ばい傾向であり、継続して大規模林野火災が発生しているため、国土
の約66％を森林が占めている我が国においては、これまでと同様の警戒・対応が必要。
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４

大規模倉庫火災について

○大規模倉庫（延べ面積１万㎡以上）における火災の件数は増加傾向にある。
○小規模消防本部（管轄人口10万人未満）の管轄内においても、近年、継続的に大規模倉庫
火災が発生している。
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救急需要の推移①

５

救急出動件数は、コロナ禍による外出自粛等の影響により令和２年に一度は減少に転じ
るも、平成23年以来10年間、増加の傾向にある。

（万件）



救急需要の推移②

６

○救急搬送の大部分を65歳以上の高齢者の搬送が占めており、特に75歳以上の割合が高い。
○そのため、高齢化の進展に伴い、救急出動件数・救急搬送人員は増加の傾向にあり、今
後も増加が予想される。

年齢区分別搬送人員と5年ごとの構成比の推移

救急出動件数・救急搬送人員の推移と将来推計
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７

規模別搬送時間について

○救急搬送に要する時間（現場到着所要時間・病院収容所要時間）は延伸傾向にある。
○特に管轄人口１０万未満の小規模消防本部は、管轄人口１０万以上の消防本部と比べ、
救急搬送に要する時間が長くなっている。
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新型コロナウイルス感染症①

８（出典：厚生労働省「新型コロナウイルス感染症の国内発生動向（※報告日別新規陽性者数）：2023年１月２３日掲載分」）

○令和元年から、新型コロナウイルス感染症が世界的に流行した。
○消防本部においては、これに伴い、救急需要が増加するとともに、救急搬送困難事案が
多数発生している。



新型コロナウイルス感染症②

９

※１ 本調査における「救急搬送困難事案」とは、救急隊による「医療機関への受入れ照会回
数４回以上」かつ「現場滞在時間30分以上」の事案として、各消防本部から総務省消防庁
あて報告のあったもの。なお、これらのうち、医療機関への搬送ができなかった事案はない。

※２ 調査対象本部＝政令市消防本部・東京消防庁及び各都道府県の代表消防本部 計52本部
※３ コロナ疑い事案＝新型コロナウイルス感染症疑いの症状（体温37度以上の発熱、呼吸困

難等）を認めた傷病者に係る事案

※４ 医療機関の受入れ体制確保に向け、厚生労働省及び都道府県等と状況を共有。
※５ この数値は速報値である。
※６ 本調査には保健所等により医療機関への受入れ照会が行われたものは含まれない。

各消防本部からの救急搬送困難事案に係る状況調査（抽出）の結果（各週比較）
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・新潟県中越地震

・東日本大震災

・御嶽山噴火災害
（木曽広域消防本部）
・平成26年８月豪雨による広島
市土砂災害（広島市消防局）

・平成27年９月関東・東北豪雨
（常総地方広域市町村圏事務組合消防本部）

・平成29年７月九州北部豪雨

（中津市消防本部、日田玖珠広
域消防組合消防本部等）

・平成30年７月豪雨
（倉敷市消防本部、宇和島地区広域事務組合消防本部等）
・北海道胆振東部地震
（胆振東部消防組合消防本部）

※延べ活動人員とは、日ごとの活動した人員数を累計した数

・令和２年７月豪雨
（人吉下球磨消防組合消防本部 等）

※災害名は、主な災害のみ記載

・静岡県熱海市土石流災害
（熱海市消防本部）

・令和元年東日本台風

（長野市消防局、大崎地域広域
行政事務組合消防本部）

※括弧内の消防本部は、緊急消防援助隊受援本部
赤太字は管轄人口１０万人未満の小規模消防本部

・平成28年熊本地震

（阿蘇広域行政事務組合消防本
部、宇城広域連合消防本部等）
・平成28年台風第10号による災害

（宮古地区広域行政組合消防本
部、久慈広域連合消防本部）

緊急消防援助隊の延べ活動人員数

１０

近年、緊急消防援助隊の活動人員数の増加が顕著であり、大規模災害が頻発している。



平成２３年以降

活動日数 活動隊数 活動人員

８０日以上 ８８日 東日本大震災（平成２３年） ８，８５４隊 ３０，６８４人

２０日～７９日 ２６日 平成３０年７月豪雨 １，３８３隊 ５，３８５人

２４日 静岡県熱海市土石流災害（令和３年） ８１５隊 ３，０９９人

２１日 御嶽山噴火災害（平成２６年） ５４７隊 ２，１７１人

２１日 平成２９年７月九州北部豪雨 １，１７９隊 ４，２０３人

１５日～１９日 １７日 平成２６年８月豪雨による広島市土砂災害 ３９９隊 １，２９６人

１６日 平成２５年台風第２６号による伊豆大島の災害 １１７隊 ５１８人

１０日～１４日 １４日 平成２８年熊本地震 １，６４４隊 ５，４９７人

１２日 令和２年７月豪雨 ５３２隊 １，９９９人

１０日 平成２８年台風第１０号 ２５７隊 １，０４４人

活動日数 活動隊数 活動人員

２０日～７９日 ４０日 有珠山噴火災害（平成１２年） １４隊 ６５人

２５日 平成１５年十勝沖地震ナフサ貯蔵タンク火災 ３８１隊 １，４１７人

１０日～１４日 １０日 平成１６年新潟中越地震 ４８０隊 ２，１２１人

平成２２年以前

災害の大規模化・長期化・複雑化

１１

○災害の激甚化・複雑化が進み、緊急消防援助隊の活動の大規模化、長期間化が顕著

○緊急消防援助隊の効果的な活動のためには、緊急消防援助隊到着後の受援体制等の十分な
構築が必要



・時間雨量50mmを上回る短時間降雨の発生件数が増加。
1976～85年と2012～21年の10年間平均比較で、約
1.44倍に増加。

・総雨量1,000mm以上の雨も頻発、雨の降り方も局地
化・集中化・激甚化。（これにより河川氾濫等が発生し、
広域的な災害となる）

・気候変動の影響により、更なる頻発・激甚化が懸念。

「水害レポート2021,2020（国土交通省）」より

大雨及び短時間強雨の発生頻度

１２

短時間強雨の発生頻度の増加に加え、総雨量1,000mmを超える大雨も頻発しており、また、
河川氾濫を引き起こし、広域的な災害となっている。



内閣府HP等より作成 「河川データブック2022」（国土交通省）より

日本には、わかっているだけでも約2,000もの活断層。地震調
査研究推進本部の調査対象とされた主要活断層帯114のうち、
30年以内発生確率がSランク（3%以上）を含むものが31、Aラ
ンク（0.1～3％）が34などとされている。

30年以内に地震が発生する確率：80％程度（根室沖）など様々なケース
・想定死者 ：日本海溝モデル約19.9万人 千島海溝モデル約10万人
・想定被害総額：日本海溝モデル約31.3兆円 千島海溝モデル約16.7兆円 南関東域で30年以内にM7クラスの地震が

発生する確率：70％程度
・想定死者：約2.3万人 ・想定被害総額：約95兆円

30年以内にM8～M9クラスの大規模地震が発生する確率：70～80％
・想定死者 ：約32.3万人
・想定被害総額：約214.2兆円

30年以内に大正関東地震タイプなどM8ク
ラスの地震が発生する確率：ほぼ0～6％

発生が懸念される大規模地震

１３

日本には多数の活断層があり、30年以内に大規模地震が発生する確率が高いとされてお
り、これに伴う津波の発生も懸念されている。

西日本全域に及ぶ超広域震災・30mを超える大きな津波



「防災白書（令和4年版）」より

○我が国では大規模噴火（噴出量10
億㎥以上）が概ね100年に一度発生。

○桜島の大正噴火（1914年）以来、大
規模噴火が起こっていない。

○東北地方太平洋地震後の日本は、
三陸沖で大きな地震が発生し火山
活動が活発であった９世紀の状況に
似ている。

○ 21世紀中には中～大規模の噴火が
５～６回発生すると想定すべき。

近年の火山噴火災害
＜御嶽山噴火災害＞

平成２６年９月２７日１１時５２分頃、長野県
御嶽山で噴火が発生、甚大な人的被害をも
たらした。

○人的被害 ： 死者５８名、負傷者６９名、
行方不明者５名

火山噴火の可能性

１４

日本は世界有数の火山大国（世界の活火山約１割）であり、常に噴火のリスクがある。



雪害による被害状況
○最近十数年において、それ以前に比べ、雪害による死者が多く発生している。
○また、雪害による死者の多くは除雪作業中の死者であり、高齢者の死者が多い。今後、高齢化の進
展に伴い、被害の増加が懸念される。
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平成元年～平成15年までは暦年の数値。平成16年度以降は年度の数値。

令和３年度死亡状況 ６５歳未満 ６５歳以上 合計

雪崩による死者 １ １ ２

屋根の雪下ろし等、除雪作業中の死者 ６ ６８ ７４

落雪による死者 ３ １３ １６

倒壊した家屋の下敷きによる死者 ３ ２ ５

合計 １３ ８４ ９７

（人）

約７６％

約８８％

※死亡者全体に占める除雪作業中の死者の割合

※除雪作業中の死者に占める65歳以上の高齢者の割合



最近の国際情勢

＜我が国を取り巻く安全保障環境と国家安全保障上の課題＞
●北朝鮮の安全保障上の動向
・ミサイル関連技術及び運用能力の急速な進展。核戦力を最大限のスピードで強化する方
針

・拉致問題は、我が国の主権と国民の生命・安全にかかわる重大な問題であり、国の責任
において解決すべき喫緊の課題等

⇒北朝鮮の軍事動向は、我が国の安全保障にとって、従前よりも一層重
大かつ差し迫った脅威。

●中国の安全保障上の動向
・十分な透明性を欠いたまま、軍事力を広範かつ急速に増強
・東シナ海、南シナ海等における、力による一方的な現状変更の試みを強化
・ロシアとの戦略的な連携の強化、国際秩序への挑戦
・十分な透明性を欠いた開発金融、他国の中国への依存を利用した経済的な威圧
・台湾について武力行使の可能性を否定せず、また、台湾周辺における軍事活動の活発化
等

⇒現在の中国の対外的な姿勢や軍事動向等は、我が国と国際社会の深刻
な懸念事項であり、我が国の平和と安全及び国際社会の平和と安定を
確保し、法の支配に基づく国際秩序を強化する上で、これまでにない
最大の戦略的な挑戦であり、我が国の総合的な国力と同盟国・同志国
等との連携により対応すべきもの。

●ロシアの安全保障上の動向
・ウクライナ侵略等。北方領土での軍備増強及び活動活発化、中国との戦略的な連携の強
化 等

⇒ロシアの対外的な活動、軍事動向等は、今回のウクライナ侵略等に
よって、国際秩序の根幹を揺るがし、欧州方面においては安全保障上
の最も重大かつ直接の脅威と受け止められている。また、我が国を含
むインド太平洋地域におけるロシアの対外的な活動、軍事動向等は、
中国との戦略的な連携と相まって、安全保障上の強い懸念。

（国家安全保障戦略（令和４年12月国家安全保障会議・閣議決定）（概要）
より抜粋して作成）

１６

令和４年には、弾道ミサイルが日本上空を通過するなど北朝鮮情勢における緊張が高まっており、
我が国を取り巻く安全保障環境も踏まえると、消防本部による国民保護の重要性が高まっている。

国民保護訓練 Ｈ３０ Ｒ元 Ｒ２(※2) Ｒ３(※2) Ｒ４(※3)

実動訓練 ９団体
(※1) ５団体 ２団体 ― ２団体

図上訓練 １２団体 １３団体 ９団体 １６団体 ２５団体

実動・図上訓
練

３団体 ２団体 ― ４団体 ６団体

弾道ミサイル
を想定した住
民避難訓練

２団体 ― ― ― １０団体

※１平成30年度、大阪府は実動訓練を２回実施している。
※２新型コロナウイルス感染拡大防止等のため、令和２年度は実施予定２７道府県中１６道府県、

令和３年度は３２都府県のうち１４都府県が中止

※３令和４年度の実施団体数は予定数である。

（防衛省ＨＰ（令和４年10月現在）より作成）
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